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なく、魂を持った存在として本をどのように扱うか。
足を運んでくれたお客様を知の森へと誘い込むため、
発見を誘発する「棚づくり」こそが課題となってくる
だろう。

（ 1 ）宍戸恭一ほか .	特集 ,	三月書房 :	本は魂を持っている .
　　Sumus.	1999,	（1）,	p.	16-13.
　　http://www.geocities.co.jp/Bookend-Ohgai/5180/sumus-

ex.htm	（参照	2013-7-31）
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Horibe	Atsushi.
The	Creation	of	the	Space	Where	People	Meet	Books:	
The	Way	 to	Arrange	Book	Displays	at	Keibunsha-
Ichijoji.
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はじめに
　2013 年 4 月 1 日付けの学位規則改正により、博士
学位論文の公表が従来の印刷公表に代えて、インター
ネット利用による公表とすることになった。このイン
ターネット利用による公表とは大学等の協力を得て行
うもの、とされており、機関リポジトリによる公表を
前提としている（1）（E1418 参照）。機関リポジトリ（以
下、リポジトリ）とは、大学等の研究機関が自機関の
研究・教育成果を電子的に保存し、インターネットを
通じて無償公開するものである。
　岡山大学ではこれに先駆け、2011 年度から博士学
位論文のインターネット公開を大学として義務化し
た。この義務化の経緯について報告する。

1. リポジトリにおける研究成果の公開義務化の前例
　リポジトリにおける研究成果の公開義務化は海外で
は、米国のハーバード大学で一部の学部が所属研究
者にリポジトリへの論文提供を義務付けた例や、米
国国立衛生研究所（NIH）が研究助成に関わる論文を
PubMed	Central で公開をすることを義務付けた例な
どがある（2）。また、国内では北海道大学が研究成果を
リポジトリで公開することを学内全ての研究者に強く

「推奨」するとした例（3）や、名古屋工業大学が所属教
員の公表論文を原則リポジトリ公開するとした例が

ある（4）。

2. 岡山大学での博士学位論文の公開義務化への動き
　岡山大学のリポジトリは 2006 年 4 月公開から、学
内発行誌を中心にコンテンツを増やしてきた。
　一方、図書館では学内発行誌以外の資料も収集した
い、という希望もあり、2011 年度に学術雑誌のリポ
ジトリ登録義務化を当時の館長に要望したところ、共
感した館長が積極的に大学の執行部に働きかけて博士
学位論文と学内プロジェクト研究成果論文のリポジト
リ登録義務化について賛同が得られた。その後、2011
年 11 月に学内の役員政策会議で決定、12 月学内部局
連絡会で報告、という形で学内合意の形成ができた。
　義務化の対象が博士学位論文、学内プロジェクト研
究成果論文となったのは、博士学位論文は本来公表を
前提としたものであること、学内プロジェクトは大学
経費を使っているので説明責任があるため義務化でき
るのではないか、という執行部の判断からである。

3. 博士学位論文の公開義務化運用について
　博士学位論文公開義務化の実際の運用にあたって、
博士学位授与予定者全員にリポジトリ登録許諾確認書

（以下、許諾書）の提出を求めることとした。義務化
についての説明書の配付、許諾書と博士学位論文全文
データの取りまとめは各研究科教務担当へ依頼した。
　許諾書には「許諾しない」という選択肢も残し、許
諾しない場合は理由を明記してもらうこととした。義
務化としながらも「許諾しない」という選択肢を残し
た理由は、著者と教員に受け入れやすい形でスタート
したい、と考えたためである。
　なお学位規則改正後は許諾確認欄を無くし、代わ
りに公表についての条件と、1 年以内に公表できない
とする場合は理由についての記入を求めることにし
ている。
　博士学位論文公開義務化の決定が 2011 年 11 月で
あったので、2011 年度については周知のみ行い、任
意で許諾書を提出してもらった。2012 年 3 月授与分
について、学位授与者数 150 名のうち許諾書の提出が
あったのは 38 名、うち許諾が得られて登録できたの
は 32 件であった。

4. 2012 年度の実施結果
　2012 年 9 月授与分から義務化実施の対象とした。
　実際の運用は前述のように、各研究科教務担当に許
諾書と全文データの取りまとめを依頼したが、研究科
によって事情が異なるため、取りまとめ方法は各研究
科教務担当に一任した。
　学位申請時に他の必要書類と一緒に提出を求める研＊岡山大学附属図書館
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究科や、学位申請時に説明書と許諾書の用紙を配付し
て授与日までに提出を求める研究科など、実際の運用
は様々であった。
　2012 年度は、学位授与者数 218 名のうち許諾書の
提出があったのは 209 名で、うち許諾件数は 176 件で
あった。許諾書未提出者には教務担当から引き続き提
出を求めている。
　許諾しない理由としては以下のものがあった。
　・特許に関する内容を含んでいる
　・学会誌へ投稿を予定している
　・企業活動に影響する
　・著作権が把握できていない
　・共同研究者または共著者の同意が得られていない
　現在、2012 年 9 月授与分 41 件（授与者数 55 名）、
および 12 月授与分 12 件（授与者数 14 名）をリポジ
トリに登録済で、2013 年 3 月授与分については登録
準備を進めているところである。

まとめ
　岡山大学における博士学位論文のインターネット公
開義務化の運用には各研究科教務担当の協力が欠かせ
なかった。業務負担増にも関わらず協力が得られたの
は、大学としての義務化という後ろ盾があったためと、
オープンアクセスの理念について担当者の理解が得ら
れたためと考えている。
　大学としての義務化が決まる以前は、可能な研究科
からの実施を考えていたが、義務化により足並みを揃
えて実施できたことは大きな成果であった。
　また、最初に触れた 2013 年 4 月 1 日付け学位規則
改正については、改正通知があった後、学内規則改正、
学位申請者向案内の内容、提出書類や提出物の確認、
リポジトリ登録に関する事務手続きなどについて、学
内関係部署と打合せを行った。現在のところ大きな混
乱はなく、比較的順調に対応できている。これは大学
としての義務化の経験によるところが大きいと考えて
いる。
　ただし、今後はこれまでより厳密な運用が求められ
ることから、書類提出の徹底、公表期限の遵守、論文
全文がリポジトリ登録できない場合の対応など、課題
も多いが、学位規則を遵守できるよう学内関係部署と
の連携により対応していきたい。

（ 1 ）文部科学省 .	“学位規則の一部を改正する省令の施行につい
て”.

　　http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/daigakuin/
detail/1331790.htm,	（参照	2013-06-17）.

（ 2 ）時実象一 .	オープンアクセス :	機関リポジトリの最近の動向 .	
情報の科学と技術 .	2009,	59（5）,	p.	231-237.

　　http://tokizane.jp/Ref/TokiPDF/Tokizane-JKG-2009-59	
(5)-231.pdf,	（参照	2013-06-10）.

（ 3 ）北海道大学 .	“北海道大学学術成果コレクション運営方針”.	
HUSCAP.	2007-11-22.

　　http://eprints.lib.hokudai.ac.jp/dspace/staff/policy_ja.jsp,	
（参照	2013-06-23）.

（ 4 ）名古屋工業大学附属図書館 .	“機関リポジトリへの登録推進
について”.	お知らせ .	2012-10-12.

　　http://www.lib.nitech.ac.jp/oshirase/index.html#koukairepo,	
（参照	2013-07-20）.
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1. EIFL の組織
　本稿では、開発途上国において、図書館を通じた
情報へのアクセス向上に取り組んでいる Electronic	
Information	 for	Libraries（以下、EIFL）の組織と活
動を紹介する。
　EIFL（1）は、1999 年に設立された非営利団体である。
設立当初の名称は「eIFL.net」であったが、2010 年
に「EIFL」に変更された（正式な名称は、現在も「eIFL.
net」のままである）。名称の変更に併せて、「Knowledge	
without	boundaries」（境界なき知識）というスロー
ガンを設けた（2）。
　EIFL は、その使命に、開発途上国の情報格差を埋
めるために、図書館を通じた知識へのアクセスを可能
にすることを掲げている。知識へのアクセスが、教育
や研究、生活の向上、社会の発展を成り立たせる人類
の生産活動の基礎となることは言うまでもない。しか
し、商用のデジタル情報資源の高騰、法的障壁、技術
基盤の不十分さなどの要因により、世界の多くの人々
が知識へのアクセスを十分に享受できない状況が存在
してきた。EIFL はこの点に危機感を持ち、良質な情
報資源及びサービスの提供を行う図書館の機能が十分
に発揮できるよう、多角的な活動を行い、知識へのア
クセスの向上を図っている（3）。
　この使命は、EIFL が初期に手掛けた仕事からもう
かがえる。設立当初は主に、中欧・東欧諸国の大学図
書館や学術研究図書館のために、商用の電子ジャーナ
ルを手軽な価格でアクセスが可能となるように、運動
を繰り広げていた（4）。
　EIFL は、現在、オランダとイタリアにオフィスを


